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１　はじめに

　　本実施計画は、行財政改革の基本的な考え方や重点的な取組みを示した「鶴岡市行財政改革大綱」に基づいて策定したものであり、具体的な取組み項目についてその方向性と実施時期を定め、計画的に改革を推進するものである。
なお、その推進にあたっては、市民、地域などの関係者に十分説明するとともに、国・県等関係機関とも調整を図って進める。
○ 実施計画の推進期間

　　　平成23年度から平成27年度までの5ヵ年とする。

○ 実施計画の進行管理

　　　この実施計画に掲げる取組み項目の進行管理は、鶴岡市行財政改革推進本部において行うこととする。

　　　また、進行状況については、鶴岡市行財政改革推進委員会に報告し、意見・助言を得ながら、必要に応じ計画の見直しを図る。
２　行財政改革の具体的な取組み
(1)効率的かつしなやかな行政システムの構築

① 組織・機構の見直し
これからの組織機構には、社会状況等の変化に的確かつ迅速に対応できること、新市づくりの施策を着実に推進できること、わかりやすくかつ簡素で効率的であることが求められており、以下の方向性に基づき、下表の見直しに取り組む。
〔組織の見直しの方向性〕
(ア) コミュニティの維持・再生に向けて
a コミュニティの活性化に向けての体制の整備

　　　　 b 住民自治活動の支援に関する事業の一元化

　　　　 c 生涯学習事業の市長部局への移管

d 市職員による地域支援体制の構築

(イ) 安全・安心・快適な市民生活に向けて

　　　　 a 市民生活の安全性、利便性及び快適性に関する事業の一元化
　　　　 b 高齢化の進展、交通網の整備等に対応した消防体制の整備

(ウ) 少子高齢化への適切な対応に向けて

　　　　 a 高齢者に係る介護サービス、医療、福祉等に関する事業の一元化

　　　   b 地域保健医療の連携推進に向けての体制の整備

(エ) 全市的なインフラ・景観形成に向けて

　　 　  a 道路（国県道・都市計画道・市道）の一元的整備・維持

　　 　  b 施設の適切な点検・メンテナンスに関する体制の整備

(オ) 少子化に対応したより良い教育環境の構築、地域文化の振興に向けて
　 　　  a 学校の適正配置の推進に向けての体制の整備
　 　　  b 社会教育施設の機能の明確化と集約化

　 　　  c 地域文化の継承・振興・活用に関する体制の整備

(カ) 効率的な業務執行体制の構築に向けて

　 　　  a 情報の収集・発信機能及び交流連携機能の強化

　　　  b 地域庁舎の経常的事務事業の集約又はブロック化

　 　　  c 施設の適切な点検・メンテナンスに関する体制の整備（再掲）

(キ) 地域庁舎の活性化、効率化に向けて

　 　　  a 地域活性化に向けた体制の整備

　 　　  b 住民の安全・安心、かつ、心豊かな暮らしに向けた体制の整備

　 　　  c 産業振興に向けた体制の整備

　 　　  d 経常的事務事業の集約又はブロック化（再掲）

　
	実施時期
	関係部
	具体的取組項目

	23年度
	総務部
	東京事務所を企画部から移管

	
	
	本所庁舎管理業務を総務課から契約管財課に移管

	
	
	地域庁舎の課税部門の一部を課税課に集約

	
	健康福祉部
	介護サービス課を長寿介護課に再編

	
	教育委員会
	学区再編対策室の新設

	
	
	地域庁舎教育課学校教育班を管理課、学校教育課に集約

	
	地域庁舎
	朝日庁舎農林課、商工観光課の統合

	
	消防
	中央分署の設置、西分署大山分遣所の廃止

	24年度
	総務部
	地域庁舎の納税部門を納税課に集約し、３庁舎（藤島・羽黒、櫛引・朝日、温海）に配置

	
	市民部
	コミュニティを所管する市民生活課、危機管理課を、コミュニティ推進課（仮称）、防災安全課（仮称）に再編

	
	健康福祉部
	国保年金課を市民部から移管

	
	
	28年度当初までに地域庁舎保健師を健康課に集約し、地域庁舎担当として配置

	
	環境部
	リサイクル推進課、施設課の統合

	
	建設部
	地域庁舎建設部門を建設部に集約し、３庁舎（藤島・羽黒、櫛引・朝日、温海）に配置

	
	
	都市計画課と土木課の再編

	
	教育委員会
	社会教育課を文化振興課（仮称）として再編

	
	
	地域庁舎教育課を廃止（地域庁舎総務課及び本所関係課に業務を移管）

	
	地域庁舎
	課及び課内班の再編

	
	
	庁舎教育課の一部業務を庁舎総務課に移管（再掲）

	
	消防
	地域庁舎の消防団事務を移管

	25年度
	総務部
	調整課を廃止し、職員課に行革の進行管理業務を移管

	
	市民部・環境部
	市民部、環境部の統合

	
	水道部・建設部
	水道部、下水道課・浄化センターの統合


② 定員管理の適正化

（ア）組織機構の再編
事務事業の統合により効率化が図られるもの、全体のバランスを見て調整すべきものは組織見直しの対象とし、積極的な再編を推し進めつつ定員の適正化を図る。
また、本所に総合調整機能を集約する一方で、各庁舎においては、市民生活へのきめ細やかな対応を考慮しつつ、コミュニティの活性化を推し進める部門、産業を維持発展させるための部門に職員を重点配置する。
（イ）事務事業の見直し及び民間委託等の推進
社会状況の変化に即応しつつ事務事業のスクラップアンドビルドを徹底し、事務量の変化に適切かつ弾力的に対応する。また、業務の効率性や行政としての関与のあり方を検討しながら、事務の移管や廃止など事務事業の見直しを積極的に推し進める。
加えて、民間に十分な技術と経験のある業務や施設管理については、民間事業者等への委託・指定管理を積極的に推進し、職員配置の見直しを図る。
（ウ）計画期間及び目標値
定員適正化については、平成28年度当初までを計画期間とし、この間に表1のとおり、普通会計において180人（13.4％）、特別会計及び水道会計において11人（7.6％）減ずることを目標とする。なお、現時点における退職及び採用計画は表２、類似団体との比較は表３のとおりである。
（エ）進行管理
新たな行政運営上の課題や需要に柔軟に対応するとともに、行財政改革大綱に沿った改革を進めつつ円滑な行政運営が図られるよう、計画的な採用・退職の管理、効率的な職員配置に努めるが、現在、国において検討されている年金受給開始年齢の引上げを見越した定年延長制度についても、その動向を注視し、必要に応じて本計画の見直しを行う。

また、計画を適正に推進していくためにも、毎年度、計画の進捗状況を公表し、市民の理解と協力を得ることとする。

表1　職員配置計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（各年度4月1日）
	　　　年度　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 部門
	職　員　数（人）
	増減

(22-28)

	
	22年度
	23年度
	24年度
	25年度
	26年度
	27年度
	28年度
	

	普通会計
	1,342
	1,305
	1,278
	1,244
	1,209
	1,194
	1,162
	▲180

(▲13.4%)

	
	対前年比
	
	▲37
	▲27
	▲34
	▲35
	▲15
	▲32
	

	公営企業等会計
	145
	145
	143
	142
	136
	134
	134
	▲11

(▲7.6%)

	
	対前年比
	
	0
	▲2
	▲1
	▲6
	▲2
	0
	

	合計
	1,487
	1,450
	1,421
	1,386
	1,345
	1,328
	1,296
	▲191

(▲12.8%)

	
	対前年比
	
	▲37
	▲29
	▲35
	▲41
	▲17
	▲32
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （※病院を除く）
表２　退職及び採用計画
	年度
区分
	22年度
	23年度
	24年度
	25年度
	26年度
	27年度
	28年度

	退　職
	56
	45
	54
	72
	50
	54
	

	採　用
	
	19
	16
	19
	31
	33
	22

	削減数
	
	▲37
	▲29
	▲35
	▲41
	▲17
	▲32

	削減累計
	
	▲37
	▲66
	▲101
	▲142
	▲159
	▲191


（※　採用は各年度の採用見込人数、退職は各年度の退職見込人数。病院を除く。）
表３　類似団体との比較（部門別）
	部門
	鶴　岡　市
	類　似　団　体

	
	Ｈ22

(Ａ)
	Ｈ28

(Ｂ)
	増減

(Ｂ)－(Ａ)
	Ｈ22

(Ｃ)
	Ｈ22比

(Ａ)－(Ｃ)
	Ｈ28比

(Ｂ)－(Ｃ)

	普 通 会 計
	福祉関係を除く一般行政
	議　　会
	8
	8
	0
	9
	▲1
	▲1

	
	
	総　　務
	234
	213
	▲21
	203
	31
	10

	
	
	税　　務
	93
	84
	▲9
	66
	27
	18

	
	
	労　　働
	2
	2
	0
	2
	0
	0

	
	
	農林水産
	106
	95
	▲11
	59
	47
	36

	
	
	商　　工
	39
	35
	▲4
	26
	13
	9

	
	
	土　　木
	99
	96
	▲3
	104
	▲5
	▲8

	
	
	小　　計
	581
	533
	▲48
	469
	112
	64

	
	福祉関係
	民　　生
	183
	139
	▲44
	187
	▲4
	▲48

	
	
	衛　　生
	111
	84
	▲27
	97
	14
	▲13

	
	
	小　　計
	294
	223
	▲71
	284
	10
	▲61

	
	一般行政部門計
	875
	756
	▲119
	753
	122
	3

	
	教　　育
	265
	202
	▲63
	194
	71
	8

	
	消　　防
	202
	204
	2
	182
	20
	22

	
	普通会計　計
	1,342
	1,162
	▲180
	1,129
	213
	33


　　　　　＜本市の類似団体＞人口10～15万人・産業構造Ⅱ次・Ⅲ次95％未満かつⅢ次55％以上の団体。酒田市、

花巻市、会津若松市、新発田市、小樽市、藤枝市、三田市等43団体（22年度）。

③ 人事管理・給与の見直し及び職員の資質向上等

　

（ア）人事管理・給与の見直し

組織・機構の見直し、定員管理の適正化、事務事業の見直しなどに対応し、かつ、総合計画等に基づく各種施策の着実な推進を図るため、組織の機能性の向上、職務の困難性、責任等に見合った職位・職制の明確化を一層図ることとし、毎年度、役職員の数及び配置に係る見直しを行う。

また、平成23年度から、職位・職制の明確化、人事評価の見直し・拡充等を通して、職員給与の適正化を図るとともに、時間外勤務手当等の縮減を進める。

（イ）人材育成基本方針の策定及び人事評価制度の拡充

職員の資質向上・意識改革、人材の育成に資するため、職員の基本的な行動指針、研修計画等で構成する「人材育成基本方針」を平成24年度に策定する。

併せて、職員の能力・勤務実績を適正に評価し、昇任、登用等に活用するため、人事評価制度の見直し・拡充を進める。
（２）合併特例期間終了後を見据えた財政の健全化
①　事務事業全般の見直し
事務事業全般の見直しにあたっては、社会経済情勢や市民のニーズの変化に伴う事業の必要性、コストと効果の関係、効率性等を検証し、見直しを行うとともに、民間の持つ技術・サービス等を活用できる分野での委託についても取り組む。
（ア）廃止
	実施時期
	見直し対象事務事業
	所管部署

	24年度～
	市立幼稚園管理運営事業(西郷、広瀬、泉、大東、こだま)
	教育委員会

	25年度
	羽前大山駅乗車券発売及び土地建物管理業務
	企画部

	27年度
　
	加茂財産区管理事業
	総務部

	
	交通災害共済事業
	市民部

	（イ）縮小

	24年度
	高齢者長寿祝賀事業(喜寿祝い記念品の見直し等)
	健康福祉部

	24年度～
	市有自動車管理事業（特殊車両を除く公用車を約2割削減）
	総務部


	25年度
	広報広聴事業(広報紙の発行回数の見直し)
	

	　
（ウ）統合

	24年度
	羽黒地域小・中学校給食調理業務
	教育委員会

	25年度
	放牧場運営対策事業
	農林水産部

	（エ）民間活用

	23年度
	藤島児童館管理運営事業
	健康福祉部

	23年度～

	公用車運転業務
	総務部

	
	放課後児童対策事業
	健康福祉部

	
	燃やすごみ焼却処理事業
	環境部

	
	給食センター管理運営事業（藤島・櫛引・朝日・温海）
	教育委員会

	24年度

	櫛引西部児童館及び南部児童館・児童体育館管理運営事業
	健康福祉部
　

	
	中央児童遊園管理運営事業
	

	
	循環システム構築事業
	藤島庁舎

	
	史跡旧致道館管理運営事業
	教育委員会


	実施時期
	見直し対象事務事業
	所管部署

	24年度
	東田川文化記念館運営事業
	教育委員会

	
	大鳥自然の家事業
	

	24年度～

	地域包括支援センター管理運営事業
	健康福祉部

	
	体育施設維持管理事業（市民プール・小真木原公園・藤島体育館・羽黒体育館・櫛引スポーツセンター・朝日スポーツセンター）
	教育委員会

	25年度
	高齢者活動センター管理運営事業
	櫛引庁舎

	25年度～
	市立保育園管理運営事業（南部・西部・こりす・本郷・朝日・大泉・大網）
	健康福祉部

	26年度
　
	浄化センター及び中継ポンプ場等維持管理業務
	建設部

	
	大宝館管理運営事業
	教育委員会

	（オ）その他

	24年度
　
	非常備消防維持管理事業(消防団事務の一元化等)
	消防本部

	
	優良種導入支援事業(支援制度のあり方の検討)
	農林水産部

	25年度

　
	交通輸送対策事業(地域連携によるデマンド・ボランティア交通導入の検討)
	企画部

	
	農産物認定認証事業(認定認証制度のあり方の検討)
	藤島庁舎

	26年度
	地域コミュニティ支援事業(連携協力体制の強化及び支援施策の拡充)
	市民部

	27年度

	ごみ減量・リサイクル推進事業(ごみ減量化推進とごみ有料化制度導入の検討)
	環境部

	
	ケーブルテレビジョン(利用料金制の導入)
	櫛引庁舎

	
	直営診療所運営事業(運営形態･手法の見直し)
	健康福祉部

	
	市立西郷幼稚園管理運営事業(幼保一体化に向けた取組み)
	教育委員会


※（　）は、当該事業のうち見直し対象及び内容を示す

②　公共施設の統廃合、民間への譲渡・委託の推進

公共施設については、その設置目的、市民ニーズ、利用・収支状況、合併による類似施設の重複などを考慮した見直しを行うとともに、可能な施設については、指定管理者制度の活用や施設の譲渡・貸付により、利用者や民間による運営について取り組む。

（ア）廃止
	実施時期
	見直し対象施設
	所管部署

	23年度
　
　
　

　

	児童プール
	健康福祉部

	
	遊漁センター（うちフィッシングセンター施設）

（H23年度由良コミセンに用途変更）
	農林水産部

	
	鶴岡地域職業訓練センター
	商工観光部

	
	森林公園（池の平公園）
	朝日庁舎

	
	海浜児童文化センター
	教育委員会
　

	
	楠公館
	

	24年度
　
　
	羽黒西部児童館
	健康福祉部

	
	遊漁センター（うちつりさん橋）
	農林水産部

	
	森敦文庫
	教育委員会

	25年度
　
	コンポストセンター
	建設部

	
	スキー場（八森山スキー場、あつみ温泉一本木スキー場）
	教育委員会

	26年度
　
	出羽庄内国際村（うちアマゾン民族館）
	企画部

	
	月山あさひ博物村（うちアマゾン自然館）
	朝日庁舎

	27年度
	市営住宅（青柳住宅・黒瀬住宅）
	建設部

	（イ）統合　

	24年度
　
　
　


	大山コミュニティセンター・
大山老人福祉センター
	市民部
健康福祉部

	
	朝日中央公民館・
朝日老人福祉センター
	教育委員会
健康福祉部

	
	文化会館・青年センター
	教育委員会
　

	
	中央公民館・視聴覚センター・女性センター
	

	25年度
	本郷保育園・朝日保育園・大泉保育園・大網保育園
	健康福祉部


	（ウ）民間譲渡・貸付

	実施時期
	見直し対象施設
	所管部署

	23年度

	老人ワークルーム
	健康福祉部

	
	田麦俣中台駐車場
	朝日庁舎
　

	
	農業体験農園等（田麦俣）
	

	
	農作業準備休憩施設（上野山）
	

	24年度　
　

　


	市営住宅に併設する共同施設（紅葉岡住宅集会所）
	建設部

	
	月山高原ハーモニーパーク（うちレストラン機能）
	羽黒庁舎



	
	月山高原活性化センター
	

	
	ふるさとむら宝谷
	櫛引庁舎
　

	
	ほのかたらのきだい（うち宿泊機能）
	

	
	農業体験農園等（大平）
	朝日庁舎
　

	
	農作業準備休憩施設（大平）
	

	25年度

	高品質堆肥製造施設・羽黒堆肥製造供給施設
	羽黒庁舎

	
	産直あぐり
	櫛引庁舎

	
	あつみしゃりん
	温海庁舎



	
	温海温泉活性化施設(通称：チット･モッシェ）
	

	26年度
　
　


	藤島エコ有機センター
	藤島庁舎

	
	月山あさひ博物村（うち大梵字、山ぶどう研究所、トンネルピット）
	朝日庁舎
　

	
	雪室施設
	

	
	小国交流促進センター
	温海庁舎

	26年度～
　
　


	自治組織集会施設等
地域材利用交流センター（大淀川・桂荒俣）
林業集落集会施設（熊出・下田沢・下本郷・中野新田・峠ノ山・鍋倉・戸沢）
活性化センター（上村・田麦俣・北野）
地区構造改善センター（丸岡・越沢・山五十川・木野俣・温海川・小国・小名部・安土）
関川しな織の里ぬくもり館

温海漁村センター

大鳥防雪センター
	農林水産部
　

　
　
　

　

建設部


	実施時期
	見直し対象施設
	所管部署

	26年度～

	自治組織集会施設等（続き）
熊出公民館

鼠ヶ関青少年海洋センター
	教育委員会


	27年度

	遊漁センター（うち海洋つり堀施設）
	農林水産部

	
	鶴岡市コミュニティプラザ
	商工観光部

	28年度
　
　
	産直あさひ・グー
	朝日庁舎

	
	関川しな織センター
	温海庁舎

	
	山五十川古典芸能収蔵館
	教育委員会

	（エ）機能・運営手法見直し

	23年度
　


	日帰り温泉施設（ぽっぽの湯、やまぶし温泉ゆぽか、くしびき温泉ゆ～Town、かたくり温泉ぼんぼ）
	商工観光部
健康福祉部

	
	創造の森
	羽黒庁舎

	
	宝田体育館
	教育委員会

	24年度
　
	森林公園（生き活きべんとう村、かじかの里）
	櫛引庁舎

	
	藤島農村環境改善センター
	教育委員会

	26年度
	月山あさひ博物村（うち文化創造館）
	朝日庁舎

	27年度
　
　
　


	スキー場（羽黒山スキー場・たらのきだいスキー場）
	商工観光部

	
	藤島ふれあいセンター
	藤島庁舎
　

	
	藤島エコタウンセンター
	

	
	地区公民館
（藤島（藤島・東栄・八栄島・長沼・渡前）・羽黒（羽黒・手向・泉・広瀬・４小）・櫛引公民館・朝日（中央・東部・南部）・温海（温海・第1～4地区公民館））
	教育委員会



	　
（オ）用途変更

	23年度
　


	朝日名川・熊出・田麦俣運動広場・荒沢ｹﾞｰﾄﾎﾞｰﾙ場・戸沢川多目的運動広場
	教育委員会
　



	
	朝日大泉住民プール
	

	24年度
	朝日産業振興センター
	朝日庁舎

	27年度
	羽黒保健センター
	羽黒庁舎

	※（　）は、当該施設のうち見直し対象を示す


③　補助金の見直し
補助金の見直しについては、補助による効果を検証して見直しを行うとともに、補助団体の自立的な活動の促進、簡素で効率的な補助制度づくりに取り組む。

（ア）廃止
	実施時期
	見直し対象補助金
	所管部署

	23年度
　
　
　
　

　
　
	納税意識啓発事業補助金
	総務部

	
	福祉割引料金補助金
	健康福祉部
　
　



	
	介護予防拠点施設活動助成金
	

	
	あつみ福祉会運営費補助金
	

	
	森の産直カー自立支援事業補助金
	農林水産部
　



	
	地場産大豆消費拡大事業補助金
	

	
	水産物のブランド化推進事業補助金
	

	
	観光資源活用事業補助金
	商工観光部

	24年度
　
	朝市開催事業補助金
	農林水産部

	
	私立幼稚園すくすく子育て支援事業補助金
	教育委員会

	25年度
	廃プラスチック適正処理助成補助金
	農林水産部

	27年度
	在宅支援センター運営協力負担金
	健康福祉部

	　
（イ）縮小

	23年度
	社会福祉協議会運営費補助金
	健康福祉部

	（ウ）統合

	23年度
　
　

　
　
　
	おらが自慢づくりモデル組織等支援交付金
	企画部

	
	生活安全推進モデル事業補助金
	市民部
　

	
	藤島消費生活団体活動補助金
	

	
	羽黒山門前大市補助金
	商工観光部
　

	
	天神祭ポスター製作事業補助金
	

	
	私立幼稚園振興費補助金
	教育委員会
　

	
	朝日地域世代間交流事業補助金
	


	実施時期
	見直し対象補助金
	所管部署

	26年度

	自治会・自主防災組織に対する運営・事業補助金
	市民部
健康福祉部
教育委員会

	
	各地域の観光協会に対する補助金
	商工観光部

	27年度
	各ふるさと会への補助金
	総務部


④ 財政調整基金の拡充

合併特例期間の終了後においては、合併特例債の発行が出来ず、又、交付税の優遇措置が段階的に縮小されるなど、財源確保が一層難しくなるが、こうした中、市民生活に必要な社会基盤整備を着実に進めるためには、一定の財源をあらかじめ確保することも大きな課題となる。このため、年度間の財源調整や投資事業の財源確保の役割を担う財政調整基金の充実を図る。
なお、本市の財政調整基金は、平成22年度末で約25億2千万円となっているが、今後、各会計年度における決算状況等を踏まえながら、合併特例期間が満了となる平成27年度末までに、約15億円の積立てを目標とし、平成27年度末の同基金の残高を40億円（標準財政規模の約10％規模）と設定する。

（参考）


   　　
       　　 百万円　　

	年度

区分
	H21年度末
	H22年度末

（見込）
	H27年度末

（目標）

	基金残高
	1,924
	2,528
	4,000

	※標準財政規模
	38,200
	39,400
	40,000
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